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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの場を通して負荷へ電力を供給するための中継器であって、前記中継器
は、
　電圧源から第１の場を通して第１の電力を受信するように構成される第１のアンテナ回
路と、ここにおいて、前記第１のアンテナ回路は、第１のループ・アンテナと、前記第１
のループ・アンテナに直列に接続された第１のキャパシタとを備える、
　第２の場を通して前記負荷へ電力を供給するために第２の電力を誘導的に出力するよう
に構成される第２のアンテナ回路であって、前記第２のアンテナ回路は、第２のループ・
アンテナと、前記第２のループ・アンテナに直列に接続された第２のキャパシタとを備え
、前記第１のループ・アンテナの半径は、前記第２のループ・アンテナの半径と異なる、
第２のアンテナ回路と
　を備え、前記第１のアンテナ回路で受信した前記第１の電力は、前記第２のアンテナ回
路に出力されるように構成され、前記第１の電力を受信することと前記第２の電力を出力
することは、ＴＤＭＡ手法に従って時分割される中継器。
【請求項２】
　前記第２の電力の前記出力は、前記第１の電力の前記受信と比較して遅れる、請求項１
に記載の中継器。
【請求項３】
　前記第２のアンテナ回路は、前記第２のアンテナ回路が前記第２の電力を出力する際、
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同時に前記第１のアンテナ回路の前記受信との干渉動作が発生しているかどうかを判定す
る、請求項１に記載の中継器。
【請求項４】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、前記第２のアンテナ回路は、所定の時間
だけ前記第２の電力を出力することを止めるように構成される、請求項３に記載の中継器
。
【請求項５】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、前記第２のアンテナ回路は、前記第２の
アンテナ回路のアンテナの共振周波数を異なる共振周波数に調整するように構成される、
請求項３に記載の中継器。
【請求項６】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、前記第２のアンテナ回路は、前記第２の
アンテナ回路の偏りまたは方位を調整するように構成される、請求項３に記載の中継器。
【請求項７】
　少なくとも１つの場を通して負荷へ電力を供給する方法であって、前記方法は、中継器
が実行し、前記方法は、
　電圧源から第１の場を通して第１のアンテナ回路において第１の電力を受信することと
、ここにおいて、前記第１のアンテナ回路は、第１のループ・アンテナと、前記第１のル
ープ・アンテナに直列に接続された第１のキャパシタとを備える、
　前記負荷へ電力を供給するために第２の場を通して第２のアンテナ回路において第２の
電力を誘導的に出力することと、ここにおいて、前記第２のアンテナ回路は、第２のルー
プ・アンテナと、前記第２のループ・アンテナに直列に接続された第２のキャパシタとを
備え、前記第１のループ・アンテナの半径は、前記第２のループ・アンテナの半径と異な
る、
　を含み、前記第１のアンテナ回路で受信した前記第１の電力は、前記第２のアンテナ回
路に出力されるように構成され、前記第１の電力を受信することと前記第２の電力を出力
することは、ＴＤＭＡ手法に従って時分割される、方法。
【請求項８】
　前記第２のアンテナ回路において前記第２の電力を出力することは、前記第１のアンテ
ナ回路において前記第１の電力を受信することと比較して遅れる、請求項７に記載の方法
。
【請求項９】
　前記第２のアンテナ回路が前記第２の電力を出力する際、同時に前記第１のアンテナ回
路の前記受信との干渉動作が発生しているかどうかを判定することをさらに含む請求項７
に記載の方法。
【請求項１０】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、所定の時間だけ前記第２の電力の前記出
力を前記第１のアンテナ回路において止めることをさらに含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、前記第２のアンテナ回路のアンテナの共
振周波数を異なる共振周波数に調整することをさらに含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記干渉動作が発生していると判定したとき、前記第１のアンテナ回路の偏りまたは方
位を調整することをさらに含む、請求項９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［関連出願］
　本出願は２００６年４月２１日出願され、「無線回線を介して電子デバイスに電力供給
するための方法及びシステム（Method and System for Powering an Electronic Device 
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Via a Wireless Link）」と題する共有及び同時係属の米国特許出願第１１／４０８，７
９３号、及び２００７年１月１７日出願され、「無線回線を介して電子デバイスにエネル
ギーを供給するための方法及び装置（Method and Apparatus for Delivering Energy to 
an Electrical or Electronic Device Via a Wireless Link）」と題する米国特許出願第
１１１６５４，８８３号に関係し、前述の各々は参照によってその全体がここに組込まれ
ている。
【０００２】
　本出願は２００７年３月２日に出願された仮出願番号第６０／９０４，６２８号からの
優先権を要求する、その引例によってこれと共にここに組込まれている。
【０００３】
　［著作権］
　この特許文書の開示の一部は著作権保護に制約される材料を含む。それは特許・商標局
の特許ファイルまたは記録に載っているので、著作権所有者はあらゆる特許文書または特
許開示によるファクシミリ再生に対して反対をしないが、他の場合は全ての著作権権利を
留保する。
【０００４】
　全ての図、表、及び添付書類（Exhibits）は著作権(c)２００６、２００７第三オプシ
ョン、ＬＬＣであり、全ての権利が留保される。
【背景技術】
【０００５】
　ポータブル・デバイスへの電力の供給は電力供給を実行するのに様々な形式の電線（wi
res）を大抵は使用する。携帯電話、ポータブル・コンピューター、または電池のような
蓄積電力により動作する任意の他のデバイスといったデバイスは全てデバイスを動作させ
、且つ／または電池を充電するためにそのような動力源を必要とし、且つ使用する。
【発明の概要】
【０００６】
　無線電力転送の技術がここに開示される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】ＦＣＣ限界曲線及びＥＮ曲線による電力密度のプロットを示す。
【図２】ＦＣＣ曲線及びＥＮ曲線による最大磁場（Ｈ）のプロットを示す。
【図３】実施例のエア・ループ・アンテナを例示する。
【図４】可変キャパシタンスから形成される同調回路がその等価直列抵抗（ＥＳＲ）と直
列に形成された直列共振回路の概要図を示す。
【図５】アンテナの第二の実施例を例示する。
【図６】異なる周波数について周波数に対するＱのプロットを例示する。
【図７】アンテナの第二の実施例を例示する。
【図８】アンテナの等価回路を例示する。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　実施例は受信源への無線電力転送の使用を説明する。
【０００９】
　ここに使用される、用語「無線電力（wireless power）」及び「無線エネルギー（wire
less energy）」は有線接続を使用することなく一つの点、領域、場所またはデバイスと
他の間で伝送され、電場、磁場、電磁エネルギー、またはそうでないものと関連するもの
を含めて、制限なく任意の形の動力またはエネルギーを含む。
【００１０】
　実施例は無線電力供給及び充電システムを開示する。実施例はそれが別の品目、例えば
、机または棚に埋込まれ、または壁に埋込まれ、または壁、床、扉などの別の構造物また
は表面に埋込まれることが可能なサイズの送信器を使用することを述べる。受信器はユー
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、壁掛けフラット・スクリーン・テレビ、コンピューター或いはコンピューター化デバイ
ス、ＰＤＡ、個人メディア・デバイス等といった静止デバイスと共に搭載された、小さな
移動ユニットまたはクライアント・デバイスと関連する。受信器が送信器の範囲内にある
とき、電力は移動ユニットに転送される。
【００１１】
　一つの実施例では、無線電力供給－充電システムは実質的には非変調信号またはビーコ
ン（例えば、キャリアのみ）を送る送信器に基づいて開示される。受信器は送信器の放射
場からエネルギーを取出すように同調される。その受信器は電子デバイスに電力を供給し
、或いは電池を充電する。
【００１２】
　他の実施例は僅かに変調されるビーコンを使用する。
【００１３】
　多数の受信器が使用される。多数の送信器は一つまたは多数の受信器に伝送するために
使用される。
【００１４】
　このシステムによって使用されるアンテナはエネルギー伝送及び受取の効率的な手段を
割当てる。アンテナはアンテナに利用可能な空間が制限される移動、携帯用デバイスに適
合できるように小型であることが望ましい。実施例は、伝送され、且つ受取られる電力に
関する特定の特性及び環境に高効率なアンテナを述べる。
【００１５】
　非常に効率的であるが小さなアンテナは一般的にそれが効率的である狭い周波数帯を持
つことをアンテナ理論は示唆する。従って、当業者はより柔軟な伝送及び／または受信特
性を可能にするためにこれらのアンテナの使用を回避した。実施例では、適応同調回路が
効率的で、なお狭帯域のアンテナの同調を可能にするためにある形状で使用される。
【００１６】
　一つの実施例は進行電磁波の形でエネルギーを自由空間に送るのではなく、送信アンテ
ナの近接場にエネルギーを蓄えることによる二つのアンテナの間の効率的な電力転送を述
べる。この実施例はアンテナの品質因子（Ｑ）を増加させる。これは放射抵抗（Ｒｒ）及
び損失抵抗（Ｒｌ）を減少させることができる。
【００１７】
　一つの実施例では、二つの高Ｑアンテナは電力を他方に誘導する一つのアンテナと緩く
結合された変圧器に同様に反応するように置かれる。それらのアンテナは１０００より大
きなＱを持つ。
【００１８】
　別の実施例は最大許容照射（Maximum Permissible Exposure：ＭＰＥ）を述べる（ここ
では（他と同様に）最大照射限界はヨーロッパ及び米国の規格によって定義される）。そ
れらは電力密度限界（Ｗ／ｍ２）、磁場限界（Ａ／ｍ）及び電場限界（Ｖ／ｍ）に関して
定義される。その限界は自由空間のインピーダンス、３７７Ｗを通して関係する。
【００１９】
　米国では、適用可能な規格はＦＣＣ ＣＦＲ表題４７：§２．１０９１無線周波数放射
線照射評価：移動デバイスである。移動デバイスは少なくとも２０ｃｍの離間距離が送信
器の放射構造体とユーザーまたは近くの人の身体の間で保たれて使用されるように設計さ
れた送信デバイスである。評価のために使用される限界は表題４７－§１．１３１０無線
周波数放射線照射限界の§１．３１０に指定される（表１を見よ）。
【００２０】
　表１：放射線照射のＦＣＣ限界は最大許容照射（MAXIMUM PERMISSIBLE EXPOSURE：ＭＰ
Ｅ）を制限する。
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【表１】

【００２１】
　ヨーロッパでは、適用可能な規格はＥＮ６０２１５である。これはＩＣＮＩＲＰ（非イ
オン化放射線保護に関する国際委員会）指針［ＩＣＮ］から導かれてきた。その限界は表
２に与えられる。
【表２】

【００２２】
　電力密度限界及び磁場限界は一つの実施例において特別な関心がある。表１及び表２か
らのデータを使用して、限界曲線が決定できる。図１はＦＣＣ限界曲線１００及びＥＮ曲
線１０２による電力密度のプロットを示す。図２はＦＣＣ曲線２００、及びＥＮ曲線２０
２による最大磁場（Ｈ）のプロットを示す。
【００２３】
　図１及び２はいかに米国の限界が３０ＭＨｚ以下の周波数でよりおおらかであり、そし
て低周波でアンテナ効率低減の影響を相殺するかを例示している。この研究はどの周波数
が最も無線電力転送に最良であるかを知るために周波数の範囲を試験する。
【００２４】
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　本出願はまた無線エネルギー及び電力転送の様々な形態の典型的な理論解析を提供する
。
【００２５】
　ここに開示された実施例はアンテナ型式を述べる。
【００２６】
　ループ・アンテナは「磁気的（magnetic）」アンテナであり、そして双極子（それは「
電気的（electric）」アンテナである）よりその環境の変化に対して感度が低い。そのデ
バイスが浮遊キャパシタンス、または他の影響によるその環境の変化にさらされるとき、
例えば、テーブル上に置かれ、手に保持され、またはポケットに入れられるとき、ループ
・アンテナにはある利点がある。実施例では、エア・ループ・アンテナが使用される。別
の実施例はフェライト・コアを持つループ・アンテナを使用し、または他のものが使用さ
れる。
【００２７】
　一つの実施例では、エア・ループ・アンテナがフェライト・コアを持つループ・アンテ
ナより好まれる。エア・ループ・アンテナは永久磁石またはその周辺における他の磁気的
影響による脱調に対して強い。フェライト・コアは損失を引起こすので、一般に、エア・
ループ・アンテナはフェライト・ループ・アンテナより効率的であろう。フェライト・ア
ンテナは大抵重く、そして一般的にその内部に要素部品（components）を置くことができ
ない。一方、他の要素部品はエア・ループ・アンテナのループの中に置くことができる。
ループの形状要素は充電されるあるポータブル・デバイスの形状要素の中に適合するよう
に修正され、或いは他の場合には適応される。
【００２８】
　同一型式のアンテナが送信器と受信器の両方に使用される。送信及び受信アンテナは同
じか、異なるサイズであってもよい。
【００２９】
　実施例はアンテナ回路の一部になる同調回路を述べる。典型的なループ・アンテナは本
来誘導的である。容量性要素（capacitive element）はアンテナにおいて共振を誘起する
同調回路に使用される。ループ・アンテナが双極子アンテナよりその環境の変化に対して
感度が低いとしても、それはその環境の変化によっていくらかの程度まだ脱調されるであ
ろう。従って、その間の回線の品質を維持するために、送信器アンテナか受信器アンテナ
のいずれかまたは両方を適応的に同調させることはある実施例において望ましい。
【００３０】
　適応同調は一つの実施例では回路の共振周波数を調整するためにループ・アンテナと直
列に使用される容量性要素の値を変えることによって達成される。送信器及び／または受
信器における適応同調回路。目標は全体の受信器回路のＱができる限り劣化されないこと
を保証するために高い品質要素（Ｑ）を持つ同調部品を選ぶことである。実施例では、高
Ｑは狭い帯域幅を犠牲にしてでも効率を最大限にするために使用される。
【００３１】
　図３は実施例のエア・ループ・アンテナを例示する。アンテナは５ｃｍ（即ち、２．５
ｃｍの半径ｒ）の最大寸法を持ち、そして直径２ｂｒｘ＝５００μｍのＮ回巻線３００が
一つの実施例では使用される。アンテナは、例えば、移動デバイスの周辺の周りに置かれ
る。ループは円とみなされるであろうが、他の形もありうる。キャパシター（コンデンサ
ー）３０２はループ・アンテナを共振の状態にするためにループ誘導共振器と共に使用さ
れる。キャパシター値は次のように定義される。
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【数１】

【００３２】
　線径５００μｍを使用してエア・ループ・アンテナのインダクタンスを計算することに
よって、必要なキャパシタンス（capacitance）は任意のいくつかの周波数について計算
することができる。
【００３３】
　一つの実施例では、キャパシター３０２は、受信器エア・ループを共振の状態にし、且
つ同調を維持するために電圧－同調可能なキャパシターとして働く高Ｑバラクター・ダイ
オードと並列する高Ｑの固定チップ・コンデンサであってもよい。図４はそれ自身が可変
キャパシタンス４０２から形成される同調回路４００がその等価直列抵抗（ＥＳＲ）４０
４と直列に形成された直列共振回路の概要図を示す。固定キャパシターはそのＥＳＲ ４
０８と直列する４０６として示される。アンテナの全体オーム抵抗４１０は全体のアンテ
ナ抵抗４１２と直列する放射抵抗４１０として分離されて示される。負荷抵抗４１４及び
インダクタンス４１６も同じく示される。
【００３４】
　回路では、シンボルは次の意味を持つ。
【００３５】
　　　　　Ｖ０：ループ・アンテナに亘る誘導電圧
　　　　　Ｌｒｘ：ループ・アンテナのインダクタンス
　　　　　ＲＬ_ｒｘ、Ｒｒ_ｒｘ、Ｒａ_ｒｘ：受信アンテナ損失（オーム）抵抗、放射
抵抗、及び全体のアンテナ抵抗（前の二つの合計）
　　　　　Ｃｖａｒ、Ｒｅｓｒ_ｖａｒ：同調バラクターのキャパシタンス及その等価直
列抵抗（Equivalent Series Resistance：ＥＳＲ）
　　　　　Ｃｆｉｘ、Ｒｅｓｒ_ｆｉｘ：固定キャパシタンス及びその関連ＥＳＲ
　　　　　Ｒｌｏａｄ_ｒｘ：負荷抵抗 
　一つの実施例はキャパシタンスの変動及び外部要因による脱調を補うために選択された
動作周波数のおよそ±５％の同調範囲を選択する。バラクターの同調範囲は固定キャパシ
タンス値のおよそ±１０％であろう。使用される構成部品は好しくは高Ｑを持ち、その結
果それらは回路の全体のＱの劣化をできる限り小さくする。
【００３６】
　一つの実施例では、同調は送信器においてもっぱら実行される。この実施例では、バラ
クターは受信器に在る要はなく、そして送信器が受信器のを追跡する。このことは受信器
ループのどのくらいの共振周波数がループの近くの環境の変化によって影響を受けるかに
依る。逆の構成もまた使用できる。
【００３７】
　高い周波数において、もしくはより大きなループ寸法に関して、もしくはより多くのル
ープ巻き数に関して、非常に小さなキャパシタンスがループを共振状態にするのに必要と
される。実施例では、他がなくてもバラクターだけ、または固定キャパシタンスだけで使
用されるであろう。
【００３８】
　考えられる別の効果は特に高い周波数における、ループの自己共振である。ループ・ア
ンテナ上の巻線間キャパシタンス及び浮遊キャパシタンスが巻線自身のインダクタンスに
よって共振に至るのでこの効果が生じるであろう。周波数が増加するにつれて、これは減
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少する。
【００３９】
　１．３ＭＨｚといった低い動作周波数では、より大きな固定キャパシターが必要とされ
るであろう。例えば、巻回数が５のループ・アンテナによって図３において与えられた寸
法を持つループ・アンテナは約３ｎＦの固定キャパシタンスを必要とするであろう。±１
パーセント（３０ｐＦ）のキャパシタンス変動はこれらの型式のキャパシターについて一
般的である。示されるように、これは最も利用可能な同調可能キャパシターの同調範囲を
越える。従って、低周波において、一つの実施例は送信器だけに適応同調を設置する。
【００４０】
　動作周波数を増やすか、或いは巻回数を増やすと、固定キャパシタンスのサイズを減少
させることを可能にする。さらに大きな巻回数は包装を更に難しくする。従って、多くの
巻回数によって、ある形式のアプリケーションの実用的実施は難しくなるであろう。より
高い周波数は従ってこの要因が他の場合は制限するであろうアプリケーションにおいてあ
る利益になるであろう。
【００４１】
　しかしながら、２５０ＭＨｚ以上の周波数では、必要とされる固定キャパシターのサイ
ズは非常に小さく、例えば、Ｎ＝１に関して１ｐＦの程度であり、そしてさらに多くの巻
数ではさらに小さくなる。これらの周波数では、固定キャパシターはある場合には全く除
去され、そして非常に小さな同調キャパシターだけが使用される。キャパシター・サイズ
に関するこの物理的限界はまた或るループ寸法について使用できる周波数に制限を与える
。より小さな受信器ループ・サイズはより高い周波数またはより多くのループが使用され
ることを可能にする。
【００４２】
　低ピコファラッドから低ナノファラッドの範囲のキャパシタンスを持つ典型的な高Ｑ／
低ＥＳＲは商業的に、例えば、ＡＶＸ社から入手できる。他に多数のデバイスも使用され
るけれども、いくつかの可能で適切なＡＶＸキャパシターの詳細は表３で一覧表になって
いる。
【表３】

【００４３】
　一般に、Ｑ、ＥＳＲ及びＣは次の数式、
　　　　　Ｃ＝１／ωＲｓｅｒＱ
によって関係付けられる。
【００４４】
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　別の実施例はＭＥＭＳ（微小電気機械式システム）バラクターを使用する。これは電力
消費量を減少させる。
【００４５】
　共振における図４の回路は性能を評価するために解析される。最初の方法では、バラク
ターは主固定キャパシターのサイズの１０分の１を固定値キャパシターによって置換えら
れるであろう。ＡＶＸデータは両方のキャパシターのために使用されるであろう。図４の
同調回路１００は単一のＲ／Ｃインピーダンスとしてモデル化される。使用される値は以
下である。
【００４６】
　　　Ｉｒｘは受信器ループにおける電流である。
【００４７】
　　　Ｐｒｘは負荷抵抗器における電力である。
【００４８】
　　　Ｃｓｅｒは固定キャパシター及びバラクターの等価直列キャパシタンスである、そ
して
　　　Ｒｓｅｒは固定キャパシター及びバラクターの等価直列抵抗である
　共振では、ＸＬ＝－Ｘｃであるので、リアクタンスは無視できる。回路における抵抗（
真の）損失だけが考慮される。
【００４９】
　発明者は同調されたアンテナの抵抗が負荷抵抗に合致されるとき、電力Ｐｒｘの最大量
 が負荷で利用可能であることを見つけた。言い換えれば、最適条件は、
　　　　　　　ＲＬ_ｒｘ＋Ｒｒ_ｒｘ＋Ｒｓｅｒ＝Ｒｌｏａｄ_ｒｘ

のときである。それらの値は「最適（optimum）」共振の中にまだ留まっている間、２０
％だけ変動する。
【００５０】
　実施例では、従って、送信器回路はそのループが発信源に電力整合される共振ループと
してモデル化される。他の形式、サイズ及び寸法のアンテナが他の実施例では送信器のた
めに使用されるけれども、最大寸法２０ｃｍ（即ち、１０ｃｍの半径ｒ）、１ｍｍの線径
及び単回巻（Ｎ＝１）を持つ典型的なエア・ループ・アンテナが実施例に使用される。
【００５１】
　一つの実施例では、送信器アンテナは、例えば、家の中のベンチまたはテーブル上に、
壁の中に、壁電力口の周りに、ガレージ階にまたはガレージ階の中に、冷蔵庫等の後ろに
、等々、垂直に置かれるであろう。計算を単純化するために、図３のように、ループは円
であるとみなされるであろう。１０ｃｍ半径の線直径、１ｍｍの線径を持つ図３の単一線
ループの送信アンテナは約８４０ｎＨのインダクタンスを持つ。異なる周波数はこのアン
テナとの共振のための異なるキャパシタンス値を必要とするであろう。例えば、１．３Ｍ
Ｈｚは１７．８５ｎＦのキャパシターを必要とするであろう、１３．５６ＭＨｚは１６４
．１ｐＦを必要とするであろう、６４ＭＨｚは７．３６５ｐＦを必要とするであろう、２
５０ＭＨｚは０．４８３ｐＦを必要とし、そして５００ＭＨｚは０．１２１ｐＦを必要と
するであろう。
【００５２】
　いくつかの異なるアンテナがここに実施例として述べられる。実施例の試験のために、
アンテナは１．５ｍｍ２の銅線で造られ、そして木製の枠（wooden frame）に固定された
。
【００５３】
　送信アンテナは０．２ｍの半径、６回巻、及び３ＭＨｚの動作周波数を持つ。整合（ma
tching）は二つの同調可能なキャパシターによって実現される。受信アンテナは０．１ｍ
の半径を持つ。電力転送／経路利得を考慮する前に、アンテナは独立に同調され、そして
測定された。その結果生じる特性は表６に要約される。
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【表４】

【００５４】
　品質因子増加はさらに電力転送を増加させる。例えば、品質因子はマットラブ（Matlab
）シミュレーションを使用して増加できる。シミュレーションのために行われた数学的調
査は経路利得に関して次の近似式に導く。

【数２】

【００５５】
但し、
　　　ａ＝ループ半径［ｍ］
　　　ｂ＝線経［ｍ］
　　　ＱＵｌ＝無負荷品質因子
　　　ｘ＝送信機アンテナと受信器アンテナ間の距離［ｍ］
　上記式は実用的なアンテナについてのものを示し、ループ半径は経路利得に対して高影
響を与える。
【００５６】
　第二実施例のアンテナ
　図５はアンテナの第二の実施例を例示する。この実施例は伝送電力５０２が届けられる
結合ループ５００間の最大化電力転送を取得する。結合ループは最適化Ｑを持つ共振器へ
放射する。この実施例は二つのキャパシターから作られた結合ネットワークの代わりに共
振器として働く結合ループを使用する。これは整合ネットワークを省略することによって
損失を減少させる。結合ループとアンテナとの間の結合は理想的な変圧器として概念化で
きる。
【００５７】
　アンテナは線表面を増加させることによって損失抵抗を減少させるために、例えば、銅
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鍍金（めっき）される。この形式の構造体によって、下記でさらに詳細に述べられるよう
に、１０３の程度の品質因子が達成される。アンテナの共振器部分はまた高品質因子（Ｑ
）について最適化される。これは巻回数を増加させ、線の表面を増加させ、そしてアンテ
ナの隔離または取付けによる誘電損失を減少させることによって行われる。
【００５８】
　アンテナの共振周波数を同調させるために、同調可能なキャパシター５０４、５１２は
双方のアンテナの底で統合される。そのキャパシターはキャパシターの２枚の平板の間の
距離を変えるために３本のねじを使用することによって同調可能な金属平板である。キャ
パシターはアンテナの自己キャパシタンス（self-capacitance：ＣＳ）を支配する。表６
Ａはこれらのアンテナの特性を例示する。
【表５】

【００５９】
　アンテナの典型的な実施例は６．０ｍｍの外径を持つ銅管から形成される。その表面は
銀めっきされる。これは銅を腐食から保護し、そして表面の伝導率を僅かだが増加させる
。
【００６０】
　８ｍｍの同調可能なキャパシターの典型的な平板－距離によって、その結果生じる計算
共振周波数は１４．４ＭＨｚである。
【００６１】
　１３００のＱを使用すると、経路利得は１ｍで約－１０ｄＢであり、それは０．１の因
子に対応する。言い換えれば、１０ワットの伝送電力が受信器において１Ｗを受取るため
に使用されるということである。
【００６２】
　システムはアンテナの無負荷Ｑ（ＱＵｌ）の周辺で定義されなければならず、

【数３】

【００６３】
で開始する。ＴｘまたはＲｘアンテナのいずれかの全損失抵抗は、
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【数４】

【００６４】
によって定義できる。共振のときは、それは
　　　　　　　Ｐｉｎ＝Ｉ２Ｒ　　　　　　　　　　　　　式　１－３
と書くことができる。
【００６５】
　ＴＸ－アンテナにおいてその結果生じる電流はすぐに
　　　　　　　Ｉ＝（Ｐin／Ｒ）1/2　　　　　　　　　　式　１－4
によって特定される。式　１－２を使用すると、電流は
【数５】

【００６６】
として書き直すことができる。距離ｘで電流によってＴＸ－アンテナに生成されるＨ－場
の大きさは、
【数６】

【００６７】
であり、そして電圧、
【数７】

【００６８】
をＲＸ－アンテナに誘起する。パラメータｒＡは半径で、Ｎはループ・アンテナの巻回数
である。利用可能な出力電力Ｐｏｕｔはすぐに、

【数８】
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【数９】

【００６９】
によって計算できる。最後に、経路利得は、
【数１０】

【００７０】
として定義される。さらに式　１－１０及び式　１－９の挙動を単純化し、且つ理解する
ために、Ｌ及びＣのモデルが必要とされる。キャパシタンスは共振周波数
【数１１】

【００７１】
に亘って簡単に定義できる。誘導率については、実験式がこのシステムに使用されるアン
テナの型式に関して最も正確であることが見出された。

【数１２】

【００７２】
パラメータＩＡはアンテナの幅である。
【００７３】
　アンテナ間の距離（separation）ｘがアンテナの半径ｒＡに比べて大きい（ｘ＞ｒＡ）
という仮定のもとで、そして式　１－１１及び式　１－１２によって、式　１－１０は、
【数１３】
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【００７４】
として書くことができる。
【００７５】
　式　１－１３における括弧内の項は線形経路利得である。これらのパラメータは品質因
子に間接的に含まれるが、この線形経路利得は周波数及び巻回数の直接関数ではない。ル
ープ半径がループ長ｌＡよりはるかに大きければ、経路利得はループ半径ｒＡ

６におおよ
そ比例する。それはアンテナ間の距離ｘに逆比例する。それはまた品質因子ＱＵｌ

２に比
例する。
【００７６】
　あるアンテナ寸法について、品質因子が増加するにつれて、経路利得は改善される。こ
れはシミュレーションを通して実施例において認証される。前述の数式は異なるサイズ及
び品質因子を持つアンテナを試験するためにマットラブ（商標名）を用いてシミュレーシ
ョンされた。次のパラメータ集合はスクリプトを走らせるために定義された。
【００７７】
　　％　パラメータ定義
　　Ｑ＝１０００；％　目標無負荷品質因子［１］
　　Ｎ＝７；％　巻回数［１］
　　ｒ_ｌｏｏｐ＝８５ｅ－３；％　ループ・アンテナの半径［ｍ］
　　ｒ_ｗｉｒｅ＝３ｅ－３；％　線の半径［ｍ］
　　ｐｉｔｃｈ＝１２ｅ－３；％　二つの巻線間の距離（中心から中心まで）［ｍ］
　　ｆｒｅｑ＝１３．０ｅ６；％　システム周波数［Ｈｚ］
　　ｄｉｓｔ＝１：０．１：３；％　アンテナの距離［ｍ］
　　Ｐ_ｉｎ＝１；％　入力電力［Ｗ］
　その結果生じるシミュレーションは式　１－１３において項ｘ６によって引起こされる
１桁当たり－６０ｄＢの経路利得変動を示した。Ｑが、例えば、１０００から２０００へ
２倍されるならば、 経路利得は６ｄＢだけ増加する。距離が２倍にされるならば、経路
利得は１８ｄＢだけ減少する。典型的な定義パラメータはＴＸ－及びＲＸ－アンテナの双
方に有効であり、従ってパラメータについて最適なアンテナの形成を支援しうる。
【００７８】
　シミュレーションはまた無効電圧（reactive voltages）を計算する。インダクタンス
及びキャパシタンスで発生する無効電圧は品質因子に直接比例し、そして式１－１４にお
いて示された伝送電力の平方根に比例する。
【数１４】

【００７９】
　双方の無効電圧は実用的実施では非常に高くなるであろうし、従ってそれらの電圧の計
画を立てることはさらに重要になる。１０００のＱ及び１０Ｗの伝送電力によって、 そ
の電圧は２．７ｋＶである。平板キャパシターが０．０１ｍの平板距離で使用されるなら
ば、その結果生じる場の強さは２７０ｋＶ／ｍである。これらの高電圧に耐えうるキャパ
シターが重要になる。例えば、２０００Ｖまたは３０００Ｖまたはそれより高い耐電圧キ
ャパシターを使用することが必要である。この型式のシステムが過去に適切に動作しなか
った少なくとも一つの理由はそれらが実際に存在した無効電圧の量について適切に大きさ
合わせされなかったことであると考えられている。実際、２ＫＶ以上の予期せざる高電圧
ははるかに小さな電圧が伝送されつつあるときでもこれらの無効電圧の一部として見出さ
れる。この予期せざる高電圧は回路部品によって処理される必要がある。
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【００８０】
　アンテナ設計過程の主要な焦点は品質因子を最適化することにあるので、品質因子の定
義がまた重要になる。従って、下記にＱの徹底解析を述べる。
【００８１】
　品質因子に関する基本方程式は上記の式　１－１によって与えられる。
【数１５】

【００８２】
　図６はいくつかの異なる周波数について周波数に対するＱのプロットを例示する。
【００８３】
　ここで留意すべきはＬとＣの割合がこの数式において重要であることである。ある共振
周波数について、無限の数の可能なＬ－Ｃの組合せがある。しかしながら、インダクタン
スＬがキャパシタンス（capacitance）と比べてできる限り高いとき、より高いＱが取得
される。
【００８４】
　品質因子はまたＲに逆比例する。この抵抗は損失抵抗（Ｒｌ）と放射抵抗（Ｒｒ）から
成る。双方は品質因子を増加させるために最小化されなければならない。
【００８５】
　損失抵抗はアンテナを作るために使用される材料に依存し、そしてシステムに使用され
る周波数の表皮効果に起因する。良い表皮効果を持つ高伝導性の材料が望ましい。
【００８６】
　高い共振周波数は損失を増加させ、従って品質因子を減少させる。こういう理由で、図
６の曲線は周波数－目盛の上端で減少する。しかしながら、より低い共振周波数はキャパ
シタンスを増大させることによって取得される。これはＬ／Ｃ比率を減少させ、そして、
Ｌは周波数と無関係であるので、これはＱを減少させる。従って、図６の曲線は周波数－
目盛の上端と下端の両方でＱが減少し、或るアンテナ寸法について２９ＭＨｚの周波数の
周辺で理想的な品質因子を作ることを示す。
【００８７】
　これは各アンテナ配置について理想的な周波数または周波数範囲を示す。
【００８８】
　ここに述べた試験の間に使用される１３ＭＨｚの共振周波数はこの理想的周波数以下で
ある。これはアンテナの共振器以下の自己共振（それは同調可能なキャパシターなしの共
振周波数である）が３５ＭＨｚの周辺にあるからである。共振器が同調可能なキャパシタ
ーなしでこの周波数で使用されるならば、すぐ近くの対象（objects）に対するアンテナ
の感度が重要になる。
【００８９】
　実施例はこの影響を最小化し、そしてそれと同時に共振周波数を変更することを可能に
する。共振器の自己キャパシタンス（self-capacitance）を支配する値の同調可能なキャ
パシタンスはこの目的のために使用される。付加キャパシタンスはアンテナの共振周波数
を下げる。
【００９０】
　品質因子は一般的に直接測定することができない。その代りに、定義
　　　　　　　　Ｑ＝ω０／Δω　　　　　　　　　　　　　　式　2－１
が出発点として使用され、ここでω０は共振周波数の中心、そしてΔωは３ｄＢ－帯域幅
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に対応する。従ってＱは二つのパラメータω０及びΔωを測定することによって求められ
る。
【００９１】
　３ｄＢ－帯域幅は次のように求められる。一次直列ＲＬＣ－回路のインピーダンスＺは
　　　　　　　　　　　Ｚ＝Ｒ＋ｊωＬ＋１／（ｊωＣ）　　　　　　　　式　２－２
によって与えられる。
【００９２】
　　　　　　　　　　　ω０＝１／（ＬＣ）１／２　　　　　　　　　　　　式　２－３
及び
　　　　　　　　　　　Ｑ＝（１／Ｒ）・（Ｌ／Ｃ）１／２　　　　　　　　　式　２－
４
を用いて、インダクタンスＬ及びキャパシタンスＣはＱ及びω０に関して次のように書く
ことができる。
【００９３】
　　　　　　　　　　　Ｌ＝　　ＱＲ／ω０　　　　　　　　　　　　　　式　２－５
　　　　　　　　　　　Ｃ＝　　１／（ＱＲ・ω０）　　　　　　　　　　式　２－６
　式　２－５及び式　２－６が式　２－２で使用されるならば、インピーダンスは
　　　　　　　　　　　Ｚ＝Ｒ＋ｊ・ＱＲ（ω／ω０―ω０／ω）　　　　式　２－７
によって表される。品質因子Ｑはまた（式　２－１と同様に）帯域幅を定義するために使
用される。
【００９４】
　　　　　　　　　　Δω／２＝ω０／２Ｑ　　　　　　　　　　　　　　式　２－８
　インピーダンス位相はＺの虚数部分をＺの実数部分で除算した逆正接（inverse tangen
t）によって与えられる。この除算では、Ｒは相殺する。その上式　２－８が使用され、
そして関数が上部切断周波数で評価されるならば、位相は
【数１６】

【００９５】
によって与えられる。括弧の中の式が単純化されるならば、位相はＱのみに依存するよう
になる。

【数１７】

【００９６】
　Ｑが増加するならば、括弧の中の関数は１になる傾向がある。
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【数１８】

【００９７】
　式　２－１１からの結果はＺの虚数部がＺの実数部に等しいことを意味する９０度の角
度に対応する。二つの点はそこでネットワーク・アナライザーによって求められ、そして
式　２－１がＱを計算するために使用できる。従って、この枠組を使用すると、そのよう
なアンテナのＱ値が実際に決定できる。
【００９８】
　アンテナの第二の実施例は図７に示される。結合ループ７００はアンテナ７１０の主要
部から約０．１ｍ離れて置かれる。平板キャパシターは二つの銅板７２１、７２２の間で
形成される。ねじ７２３、７２４、７２５はポリイミドのような容量的に不活性な材料で
形成される。これらのねじは同調可能なキャパシター７２０によって提供されるキャパシ
タンスを調整し、そしてアンテナの共振周波数を同様に調整するために使用される。
【００９９】
　ガラス体７３０または他の誘電体はアンテナの下方の障害物による損失を最小化するた
めにアンテナの下方にある。
【０１００】
　さらに、上で述べたように、表面伝導はＱを最大化するために重要である。銀めっきま
たは他の非腐食性材料が腐食から銅を保護するために適用される。
【０１０１】
　結合ループ７００は同じ銅管材料で形成されるが、わずか１回巻で、且つアンテナの直
径の約半分である。結合ループは５０Ｗ整合を得るためにアンテナから約０．１ｍ離れた
ところに置かれる。
【０１０２】
　下記にアンテナ部品の共振周波数がどのように決定できるかを説明する。次の数式では
、Ｌは共振器自身のインダクタンス、Ｃｓは共振器の自己キャパシタンス、そしてＣＴは
共振器と関連する同調可能なキャパシター、Ｒｒは放射抵抗、Ｒｌは共振器の損失抵抗で
ある。
【数１９】

【０１０３】
　但し、
　　　ｒＡ＝ループ半径
　　　Ｎ＝巻回数
　　　ＩＡ＝アンテナの長さ
　　　μ０＝１．２５６６・１０－６。
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【数２０】

【０１０４】
　　　ｐ＝アンテナのピッチ、巻線の直径を加えた二つの巻線間の距離に対応する
　　　ε０＝８．８５４２・１０－１２

注：この定式の導出に関して［ＧＲＡ］を見よ。

【数２１】

【０１０５】
　但し、
　　　Ａ＝平板キャパシターの面積
　　　ｄ＝平板間の距離
　注：周縁処理が無視されているので、これは近似式である。実際のキャパシタンスは計
算値より高い。
【数２２】

【数２３】

【０１０６】
　但し、
　　　λ＝周波数ｆ０における波長。
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【数２４】

【０１０７】
　但し、
　　　σ＝アンテナに使用される金属の伝導率、４５・１０６Ｓ／ｍが計算に使用される
　　　ｒＷ＝銅管の半径
　表８はTアンテナ・パラメータの現在の値に取得された値を示す。

【表６】

【０１０８】
　経路利得－測定のための典型的な試験配置は実際の値を取得するために実行される。こ
の測定は同軸遮蔽（coaxial shields）上及び送電線（power lines）上の電力転送を回避
するために送信器を受信器から切り離す。信号発生器及び電池駆動スペクトル・アナライ
ザーは各々送信器及び受信器側にそれぞれ使用される。
【０１０９】
　整合の品質を測定するために、送信アンテナから戻るエネルギーが指向性結合器（dire
ctional coupler）を通して接続された電力計で測定される。指向性結合器の指向性結合
ポートは５０Ｗ負荷で終端される。測定の間、整合は少なくとも２０ｄＢであった。整合
はアンテナと結合ループとの間の距離を調整することによって変えることができる。
【０１１０】
　受信器側には、スペクトル・アナライザーが受信アンテナに直接接続される。
【０１１１】
　同じ共振周波数が双方のアンテナに使用される。脱調（detuning）は電力転送の劇的な
減少をもたらす。受信アンテナは同調補助（tuning aid）、例えば、アンテナの同調可能
キャパシターに選択的に挿入可能なテフロン（登録商標）棒（Teflon（登録商標） bar）
を使用するか（それは約４０ｋＨｚの共振変化（resonance-shift）をもたらす）、或い
は以前に述べたように調節可能なキャパシターを使用する。測定された各距離について、
受信アンテナは利用可能な最大電力を受取るように同調される。送信アンテナは信号発生
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器の周波数を僅かに調整することによって同調される。
【０１１２】
　表９は測定された経路利得の結果を示す。
【表７】

【０１１３】
　さらに、無効電圧は容易に数ｋＶを越えることがあるので、キャパシターの適切なサイ
ズ化の決定を可能にするために、その無効電圧を決定するためアンテナ原型を試験するこ
とは有用である。電気的に分離されたシステムが使用される。信号発生器からの源信号は
５０ｄＢ ＲＦ増幅器によって増幅される。２０ｄＢ仲介減衰器（attenuator in-between
）はＴＸアンテナ上で利用可能な電力を制限するために使用される。
【０１１４】
　増幅器の後の３ｄＢ減衰器は不整合アンテナの場合に増幅器を保護するために使用され
る。整合の品質を測定するために、電力計がアンテナから戻るエネルギーを表すために使
用される。受信器側で、小さな電球（５０Ｗ／３Ｗ）が受信電力を示すために使用される
。同調及び整合は同調補助を使用することによって、信号発生器の周波数を変えることに
よって、そしてアンテナと結合ループとの間の距離を変えることによって実現された。
【０１１５】
　結果は表１０に要約される。

【表８】

【０１１６】
　一つの実施例では、すぐ近くの対象物または人間に対する感度が、例えば、浮遊キャパ
シタンスによる共振周波数の偏位を引起こす。これはアンテナの周辺に配置された遮蔽物
（shield）、例えば、スロット状遮蔽物または他の遮蔽物によって緩和される。
【０１１７】
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　別の実施例では、高誘電性強度及び非常に良い隔離能力を持つ一片の雲母が上に述べた
ポリイミドねじの代わりに使用される。これはまた品質因子を引上げる。比較的少ないエ
ネルギーは高分子体（polymer）と比べて雲母によって吸収されることが要求提案である
。
【０１１８】
　別の構成では、雲母またはテフロンの非常な薄片がキャパシターを保持し、そして伝送
電力を制限するために使用される。
【０１１９】
　Ｑと帯域幅の間には二律背反がある。高品質因子のために、典型的な第二のアンテナの
帯域幅は幾分狭く、例えば、１３ＭＨｚの共振周波数で約９ｋＨｚである。双方のアンテ
ナはほとんど正確に同じ共振周波数で働かねばならないので、これはある同調要求が生じ
る。従って、別の実施例では、上で述べた近付く対象物へのアンテナ感度は上で述べた遮
蔽物を用いて減少される。電子同調回路は同期を保つためにアンテナ回路を自動的に調整
するのに使用される。脱調の問題はＱが非常に狭いこのようなシステムにおいて特に重要
になる。この狭いＱは狭い帯域幅を意味し、それは同調が緊密であることを要求する。
【０１２０】
　Ｑへの様々な外部または設計要素の影響をさらに評価するために、実験装置の様々な形
態が、例えば、アンテナの下のガラス体、キャパシターの中の雲母片、結合ループの損失
、及びアンテナの近接場内の全ての対象物の損失を含めて考慮される。
【０１２１】
　これらの因子を評価するために、アンテナの環境はできる限り理想的でなければならな
い。従って、典型的アンテナは２本の細いナイロン紐によって吊るされた。二つの結合ル
ープは反射（Ｓ １１）の代わりに伝送（Ｓ １２／Ｓ ２１）を測定するために使用され
る。結合ループは臨界以下の結合（undercritical coupling）を達成するためにアンテナ
から約０．６ｍ離れてアンテナの両側に置かれた。即ち、等しい量の電力が共振器自身に
おけると同様に外部の回路において散逸されるとき、その結合は臨界的である（そしてア
ンテナは整合される）と云われる。臨界以下の結合はより多くの電力が外部の回路より共
振器において散逸されることを意味し、一方、臨界過度の結合はより多くの電力が共振器
より外部の回路において失われることを意味する。
【０１２２】
　この実施例の理論的に予想されるＱは２８７７である。実現された２２６３のＱは理論
値の７８．６％である。理論値はこの試験においてほとんど到達された。しかしながら、
より高いＱはその環境によってアンテナがより影響を受けやすくすることがまた注目され
た。このように、実際上、Ｑは恐らく常に理論値以下であろう。
【０１２３】
　第二の測定は品質因子の別の特徴を示した。負荷品質因子ＱＬは共振器が臨界的に結合
される状態のもとでは無負荷品質因子（ＱＵｌ）の半分である。
【０１２４】
　前述の送信器及び受信器装置（例えば、アンテナ及び任意の電子または電気部品）はま
た送受信器（即ち、電力を伝送し、且つ受取るように適応されたデバイス）として別の実
施例では結合される。これは例えば共通の形状要素（例えば、その中に配置された送信及
び受信アンテナの両方及び回路を持つ単一ユニットまたは「箱（box）」）を含む。さら
に、そのデバイスは受信アンテナを介して一つの源（source）からエネルギーを受取り、
そしてそこで送信アンテナを使用して受取電力を他の源へ（または同じ源のもとへ）受取
電力を伝送するための中継器として使われる。これらのイベント（伝送及び受取）は同じ
時間に、或いは相互と比較して遅れて発生する。値は分極、強度、配置、相対的な間隔及
び配列、及び送信及び受信アンテナと関連する他の因子によって修正でき、或いは、例え
ば、周波数分割またはＦＤＭＡのようないくつかの周知の多元アクセス手法に従って同じ
く行われる（例えば、そこでは第一のアンテナ（送信器または受信器）の共振周波数は第
二のアンテナ（送信器または受信器）のそれと異なるか、或いは分離される）。なお別の
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選択肢として、二つのアンテナは同じか、または異なる周波数を使用し、そしてそれらの
動作に関して時分割されるか、或いはスロット化される（例えば、ＴＤＭＡ）。
【０１２５】
　別のこれに代るものでは、「ＣＳＭＡ」のような方法が（衝突検出有り、または無しの
いずれでも）使用され、例えば一つのデバイスが他の活動を積極的または受動的に検出ま
たは感知し、そしてそれに応じてその挙動を調整する場合には、そのような一つの実施例
では、送信器は、送信する前に、受信器の状態（例えば、共振しているか、電流を生成し
ているかどうか、等々）を検出し、そしてこれを伝送のための通門基準として使用する。
【０１２６】
　別の実施例は「共振周波数ホッピング」方法を使用し、そこでは例えば、レイリー（Ra
yleigh）またはアンテナ・ダイバシティ・フェージングまたは他のそのような問題を打破
或いは緩和する、多元アクセスまたは他の目標（aims）が共振周波数を時間の関数として
定期的または確定的または疑似乱数的にホッピングすることによって達成される。例えば
、送信器及び受信器はそれらが同期を維持することを可能にする一般のホップ系列を相互
に生成するために対応する決定論的アルゴリズムを「シード（seed）」する。代りに、「
帯域内（in-band）」（例えば、変調電力信号）信号方式は送信器から受信器へ前もって
（またはそれは続けながら）ホップ系列、例えば、「私は次の区間に周波数Ｘへ、そして
その後周波数Ｘ＋Ｙへ、・・・ホップするであろう」、等々を伝送するために使用される
。個別の低電力送信器（例えば、ＲＦまたはＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標））は特定の
情報に同期させるために使用できる。クロック情報はまた類似の方法で送られる。
【０１２７】
　別の実施例では、受動的な「衝突検出（collision detection）」またはＣＤ手法が、
例えば、送信器が伝送を試みているところで使用され、そして干渉動作がそれと同時に発
生しているかどうかを判定する。例えば、その判定は共振周波数、伝送効率、受信器から
のフィードバック、または他のいくつかの検出を検出することによるものである。この干
渉動作は受信器の動作、寄生または浮遊キャパシタンス効果、同調の損失、または他の同
様の影響によって引起こされる。
【０１２８】
　送信器は問題を回避するためにその点で行動をとる。
【０１２９】
　実施例では、干渉は一般的に一時的なものであるので、送信器は進行中の伝送を終了さ
せ、そして後の時間に再試行する。この一つの例は反衝突アルゴリズムによる無作為バッ
クオフによる。一つの実施例は伝送された電力が電池のような貯蔵部に蓄えられるのを可
能にする。このために、デバイスにおいて電力伝送は一時的に止めることができる、一方
、電力を供給されるデバイスがなお動作するのを可能にする。
【０１３０】
　送信器は干渉を緩和するためにそれ自身を異なる共振周波数に同調するか、そして／ま
たは同調するか、そうでなければ受信器の動作を変えることを試みることができる。
【０１３１】
　別の選択肢はエネルギー転送速度を増加させるために利得を増加させることである。こ
れはいわば干渉を「爆破する（blast through）」ように動作する。
【０１３２】
　送信器及び／受信器の偏り（polarization）または方位（orientation）を調整するシ
ステムは、例えばアンテナの位置を物理的に変更するモーター駆動または同様の機構を介
して、使用できる。
【０１３３】
　前述の任意の組合せが代りに使用できる。これらの特徴は送信器及び／または受信器基
盤において、または送信器及び受信器の間の連携または協調において実施できる。
【０１３４】
　別の実施例は受信器によって決定された電力転送のレベルまたは速度（rate）に関係す
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のがある。従って、あなたはあなた自身を送信器に同調するためにあなたが実際に送って
いるものとこれを比較することができる」）。さらに、前述の多元アクセス手法はこの方
法、例えば、通信チャネルを経由して送信器に戻り伝送された電力を受取った受信器にお
ける落差に基づくバックオフまたはＣＤで実施できる。
【０１３５】
　さらに別の代替実施例として、多数の送信器及び／または受信器が使用され、そして前
述の特徴が多数の送信器（及び／または受信器）の間と同様に実施される。例えば、ＦＤ
ＭＡ、ＴＤＭＡ、ＣＳＭＡまたはＣＤ技術が二つの潜在的に対立する送信器の間と同様に
適用される。
【０１３６】
　前述の機能は電気または電子部品レベルで、例えば、簡単なゲート論理回路または個別
部品から高集積回路までの何かとして実施される同等品を介して、例えば、マイクロ－コ
ントローラーまたはディジタル・プロセッサー上で働くコンピューター・プログラムまた
はアプリケーションとして、手作業で、ＩＣ上で処理されるファームウェアを介して、ま
たは適用できる程度にハードウェア（例えば、電子機械チューナー、モーター、等々）に
おいて実施される。
【０１３７】
　さらに、現在の出願は環境特性によって一つ以上のアンテナまたは回路パラメータのあ
る動的変更または変化を意図している。例えば、これはアンテナ特性を変更する。変更さ
れる特性は電力信号処理、濾過（filtration）、変調、等といった電気または電子処理と
同様に、同調キャパシタンス、抵抗値、ループまたはコイルの半径を含み、それらの特性
は、例えば、アンテナを形成するのに使用される材料の伸長または収縮を生じる熱効果を
介し、それによってその実効半径、それに近接するアンテナまたは部品の性質を変更する
（例えば、特定の電場または磁場を選択的に適用することによって、材料または部品内の
双極子（dipoles）の整列が選択的に変更され、それによってアンテナに影響を与える）
。
【０１３８】
　例えば、一つの実施例では、送信器の（主として）磁場は電力と共に、情報を転送する
ために情報によって変調され、または伝えられる。
【０１３９】
　別の実施例では、この情報は受信器と送信器との間の制御信号方式を含み、それによっ
て任意の個別のデータまたは通信回線を取り除く（そしてここからシステムを単純化し、
且つそれをさらに強固にする）。例えば、送信器は、例えば、振幅変調、位相変調、側波
帯または周波数変調、例えば、データ「０」または「１」を符号化するＧＭＳＫまたは側
波帯上下偏移、疑似ノイズ変調、または他の技術を介して、伝送狭帯域信号を時間の関数
として変調する。これは相互アリア（alia）送信器パラメータ（例えば、電力転送を最適
化するために受信器が送信器に良く「自動追随する（lock on）」ことを他の場合に可能
にする共振周波数、偏極、等々）に関する情報の転送を可能にする。デューティ・サイク
ル、クロック、またはタイミング情報もまた参照の時間フレーム等に同期させるために、
例えば、送信器が作動するであろう窓で符号化されるであろう。
【０１４０】
　アンテナ性能の理論上の限界がここに説明される。アンテナ効率、品質因子（帯域幅）
及びサイズといった特徴が考察される。さらに、近接場及び遠隔場における電波伝播のモ
デルが確立される。
【０１４１】
　電気的に小さなアンテナはラジアン球（radiansphere）（それは半径ｒｍａｘの球であ
る）の一部に適合する。
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【数２５】

【０１４２】
　但し、
　　　ｋは波数［ｍ－１］である
　　　ｌは波長［ｍ］である
　　　ｃは光の速度２９９７９２４５８［ｍ／ｓ］である
　　　ｆは周波数［Ｈｚ］である、そして
　　　ｄｍａｘはラジアン球の直径である。
【０１４３】
　この出願に使用されるアンテナは殆ど全ての場合に電気的に小さいであろう（即ち、ｋ
ｒ＜１）、但しｋｒ＝ｄ／ｌ０。
【０１４４】
　電気的に小さなアンテナは一般的に自己－共振しない。低周波数について、アンテナは
容量性（双極子アンテナ）或いは誘導性（ループ・アンテナ）である。それらは、例えば
一次の直列ＲＣまたは並列ＲＬ回路によって近似できる。それらは反対の種類のリアクタ
ーと同調することによって共振が起こる。
【０１４５】
　そのようなアンテナの等価回路は容量性の場合について図８に示される。アンテナの一
つの主な要素は放射抵抗Ｒｒである。等価回路では、この抵抗器は放射電力をモデル化す
る。損失抵抗器ＲＬはアンテナの伝導及び誘電性損失から成る。キャパシターＣはアンテ
ナの無効成分を表す。これは外部整合インダクターＬと共に共振回路を形成し、それは動
作周波数に同調される。この回路はまた並列共振回路のように等価表現としてモデル化で
きる。
【数２６】

【０１４６】
但し、
　　　Ｒｓは源（source）抵抗［Ω］である
　　　Ｒａはアンテナ抵抗［Ω］である
　　　ＲＬは損失抵抗［Ω］である
　　　Ｒｒは放射抵抗［Ω］である
　　　ω０は共振周波数［ｒａｄ／ｓ］である
　　　Ｌは整合インダクタンス［Ｈ］である
　　　Ｃはアンテナキャパシタンス［Ｆ］である。
【０１４７】
　（式Ａ―２）最大電力転送、アンテナ及び整合ネットワークについて、インピーダンス
はアンテナ・インピーダンスに共振で整合された複素共役である。
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　同様の回路は誘導性アンテナの場合について導出できる。
【０１４９】
　出願人はそのようなアンテナの効率及び品質因子に基本的な限界があると考える。ある
アンテナ性能が必要とされるならば、アンテナのサイズは任意の値に減少できない。通信
理論における周知のシャノン限界（それは通信路キャパシタンスを帯域幅及びダイナミッ
ク・レンジと関係づける）のように、最小のアンテナ・サイズを放射品質因子と関係づけ
るアンテナ理論にも同じく基本的限界がある。
【０１５０】
　アンテナ・サイズの理論限界を計算するために多くの試みであった。基本的な研究はチ
ュー［ＣＨＵ］及びハリントン［ＨＡＲ］によってなされた。彼らの理論はアンテナは半
径ｒの球によって完全に囲まれていること、球の外の場は放射状に外側へ伝播する加重化
球面波（weighted spherical waves）の和として表されることを述べている。各波（モー
ド）は電力直交性を示し、従って他とは無関係に電力を運ぶ。
【０１５１】
　球の外の特定の場は無限の数の異なる源分配によって生成されることが数学的に証明で
きる。球の外の場はそれ故にアンテナの特定の実施に無関係である。チューの計算から、
ただ一つのモード（ＴＥ０１またはＴＭ０１のいずれか）を励起するアンテナは任意の直
線偏波アンテナの最低可能放射品質因子を達成することが示された。上述の基本研究に基
づいて、ハンセンはこの品質因子Ｑｒの近似解析式を導出し［ＨＡＮ］、それは文献の中
に何度も引用されてきた。マックリーンはさらにハンセンの研究を発展させ、且つ訂正し
［ＭＬＥ］、直線偏波アンテナの放射品質因子Ｑｒの厳密な式を与えた。
【数２７】

【０１５２】
　但し、
　　　Ｑｒは放射品質因子［無単位］である
　　　ωはラジアン周波数［ｒａｄ／ｓ］である
　　　Ｗｅは時間平均化、非伝播、蓄積の電気エネルギー［Ｊ］である
　　　Ｗｍは時間平均化、非伝播、蓄積の磁気エネルギー［Ｊ］である
　　　Ｐｒは放射電力［Ｗ］である。
【０１５３】
　この数式は電気的に小さなアンテナ（ｋ；＜＜１）の支配的項は３乗の項であることを
示している。しかしながら、大きなアンテナ（ｋ；＞＞１）については、放射品質因子は
一次の項によって支配されるであろう。
【０１５４】
　アンテナの物理的実装は損失を示す、即ち、その放射効率は非理想的導電体及び誘電体
のために１より小さい。効率の減少はアンテナ品質因子と呼ばれる全体の品質因子に影響
を与える。アンテナがその源（source）に電力整合されていると仮定すると、アンテナ品
質因子Ｑａは次のようになる。
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【０１５５】
　但し、Ｑａはアンテナ品質因子［無単位］である。
【０１５６】
　三つの重要な関係が式　Ａ３及び式Ａ４から導出できる。
【０１５７】
　・小さなアンテナでは、効率は相対的アンテナ・サイズの３乗に比例し、従ってアンテ
ナ・サイズの３乗及びの３乗に同じく比例する。
【数２９】

【０１５８】
　・大きなアンテナでは、効率は相対的アンテナ・サイズに比例し、従ってアンテナ・サ
イズ及び周波数に同じく比例する。
【数３０】

【０１５９】
　・一般に、放射効率はアンテナ品質因子に比例する。
【数３１】

【０１６０】
図４及び図５のアンテナ・モデルでは、放射品質因子Ｑｒ及び放射効率ηｒの値は次のよ
うに与えられる。



(27) JP 6033552 B2 2016.11.30

10

20

30

40

50

【数３２】

【０１６１】
但し
　　　ηｒは放射効率（無単位）である。
【０１６２】
　　　Ｚａはアンテナ入力インピーダンス［Ω］である。
【０１６３】
　　　Ｙａはアンテナ入力アドミッタンス［Ω－１］である。
【０１６４】
　　　Ｐｒは共振における放射電力［Ｗ］である。
【０１６５】
　　　Ｐｍは共振におけるアンテナへの電力入力［Ｗ］である。
【０１６６】
　これは或る放射効率について、アンテナ・サイズの減少はアンテナ品質因子の増加にな
ることを示す。或るアンテナ・サイズについて、放射効率が減少するとさらにアンテナ品
質因子が低下することになる。従って、或る放射効率について、より高いアンテナ品質因
子は小さなアンテナ・サイズに不利益となる。
【０１６７】
　放射が無線電力供給及び充電システムのためのとき、アンテナ品質因子は周波数を増加
し、そしてアンテナ・サイズを増大させることによって減少する、これは二つのアンテナ
の間でどれだけ多くの電力が伝送できるかを決定するので、アンテナ効率は最も重要な基
準である式５はアンテナ効率が相対的アンテナ・サイズの３乗に比例し、従って絶対的ア
ンテナ・サイズの３乗に同じく比例することを例示する。アンテナ品質因子が一定の状態
に保たれると仮定すると、サイズを１０倍に増大させることは３０ｄＢ（１０００倍）の
アンテナ効率の改善になる。
【０１６８】
　式７はアンテナ品質因子がアンテナ効率に比例することを示す。一定の相対的アンテナ
・サイズを仮定すると、アンテナ品質因子を１０倍増加することは１０ｄＢ（１０倍）の
アンテナ効率の増加になる。アンテナ効率は周波数の３乗に比例する。アンテナ・サイズ
及びアンテナ品質因子が一定の状態に保たれると仮定すると、周波数の１０倍の増加は３
０ｄＢ（１０００倍）だけアンテナ効率の改善につながる。
【０１６９】
　上で述べてきた効率及び品質因子に関する基本的制限とは異なり、利得は物理的限界を
与えることはない。しかしながら、利得とは対照的に、あるアンテナ型式によって達成で
きる指向性の良い知見がある。その指向性は次のように利得と関連付けられる。
【０１７０】
　　　　　Ｇ＝ｈＤ　　　　式Ａ１１
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　バラニス［ＢＡＬ］によれば、小さな双極子の指向性はＤ＝１．５である。同じ指向性
はまた小さなループに適用する。小さなループは磁気双極子の助けによって記述できるの
で、電場及び磁場の二重性の原理が適用されるとき、この類似は明らかになる。
【０１７１】
　高指向性は電気的に小さくないアンテナから期待される。これは図Ａ１から見られるよ
うに、例えば、双極子に関する場合である。最大アンテナ寸法が波長の程度であるならば
、指向性は小さな双極子のそれより高い。しかしながら、無線電力供給及び充電システム
に関して、これは１ＧＨｚ以上の周波数の場合のみである。
【０１７２】
　高周波伝播
　アンテナの特性はそれらの場（fields）が観測される点（距離に関して）へ強い依存性
を示す。近接場（near field）及び遠隔場（far field）の間の区別がしばしば行われる
。近接場領域では、電磁エネルギーは主として蓄積され、そして放射されない（定常波）
。この領域の境界は通常次のように定義される。
【０１７３】
　・近接場　：　近接場領域では、電磁エネルギーは主として蓄積され、そして放射され
ない（定常波）。
【０１７４】
　この領域の境界は通常次のように定義される。
【数３３】

【０１７５】
　但し、
　　　ｋは波数である、そして
　　　ｒはアンテナまでの観測距離である。
【０１７６】
　遠隔場領域では、電磁エネルギーの大部分は放射され、そして蓄積されない。この領域
の境界は通常次のように定義される。
【０１７７】
　・遠隔場　：　遠隔場領域では、電磁エネルギーの大部分は放射され、そして蓄積され
ない。この領域の境界は通常次のように定義される。

【数３４】

【０１７８】
　近接場と遠隔場との間で、定常波から伝播波への転移が発生する。これはいわゆる転移
領域である。
【０１７９】
　アンテナへ０．５～５ｍの距離では、近接場と遠隔場との間の境界は１０～１００ＭＨ
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ｚの周波数範囲にある。
【０１８０】
　全ての電波は非常に異なる方法で近接場において、そして遠隔場において伝播する。無
線通信理論から、フリイス（Friis）伝送方程式は良く知られている。或る受信及び送信
アンテナ利得、同様にこれらのアンテナ間の或る間隔を仮定すると、それは送信アンテナ
の電力に対する受信電力の比率を示す。
【数３５】

【０１８１】
　この数式は遠隔場で有効である。二つのアンテナの間のエネルギー伝送のさらに一般的
な取扱について、近接場を同じく含める新しい数式が展開されている。
【０１８２】
　電気的に小さな双極子の放射場はこの一般的な電波伝播モデルの基礎として考えられる
であろう。双極子はまた電場及び磁場の二重性の原理のためにループ・アンテナをモデル
化するために使用できる。これのために、双極子の電場成分はループの磁場成分に対応し
、逆もまた同じである。
【０１８３】
　式１３及び式１４は小さな双極子の電場及び磁場の成分を示す。電場の径方向成分は近
接場に蓄積される無効エネルギーのみを占めているので省略されてきた。
【数３６】

【０１８４】
　これらの数式において、ｒはアンテナへの距離であり、アンテナ半径ではない。いくつ
かの代数操作の後で、場の大きさについて次の単純化された数式が取得できる。
【数３７】
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【０１８５】
　共偏極アンテナ（即ち、送信及び受信アンテナが相互に平行であるアンテナ）からの受
信電力は上で述べたように入射場の時間平均値の２乗に比例する。従って、経路利得は次
のように計算できる。
【数３８】

【０１８６】
　式１７は同等のアンテナに関する伝播則である（双極子から別の共偏極双極子への伝播
またはループから別の共偏極ループへの伝播）。式１８は異なるアンテナに関する伝播則
である（双極子から共偏極双極子への伝播またはループから共偏極ループへの伝播）。近
接場における経路利得は遠隔場理論（フリイス方程式）を適用することによって予想され
るであろうものより高い。近接場における同等のアンテナ間の伝送に関して、６０ｄＢ／
デケードの経路損失が見られ、一方、近接場における異なるアンテナ間の伝送は４０ｄＢ
／デケードの経路損失を受ける。これは遠隔場で見られる２０ｄＢ／デケードの経路損失
と対照される。
【０１８７】
　これらの数式はこの目的のために使用できる追加アンテナ及び特性を決定するために使
用できる。
【０１８８】
　少しの実施例しか上で詳細に開示されてこなかったけれども、他の実施例も可能であり
、発明者はこれらをこの仕様の中に含まれるように意図するものである。仕様は別の方法
で達成されるさらに一般的な目標を達成するために特定の例を述べている。この開示は典
型的であることを意図し、そして請求項は当業者に予測可能な任意の修正または代案を含
めることを意図している。
【０１８９】
　例えば、他のアンテナ形状及選択が使用できる。ここで使用される用語「電力（power
）」は任意の種類のエネルギー、電力または任意の形式の力の移動を云う。受信源はコン
ピューターまたは周辺装置、通信器、自動車、または他の任意のデバイスを含めて、蓄積
エネルギーから動作する任意のデバイスである。本発明の前述の送信器、受信器及び送受
信機の無数のアプリケーションが認められる。例として、且つ無制限に、そのようなアプ
リケーションは以下を含む。（ｉ）電力供給または充電式ポータブル・コンピューター、
ＰＭＤ、クライアント・デバイス、携帯電話、等、（ｉｉ）電力供給または充電式フラッ
ト・スクリーンもしくは壁掛けテレビまたはディスプレイ、（ｉｉｉ）電力供給または充
電式冷蔵庫（例えば、冷蔵庫の後ろの壁に送信器を、そして送信器の直前の冷蔵庫に受信
器を置く）、（ｉｖ）電力供給または充電式電気自動車（例えば、ガレージの床に送信器
を置くか、または作り込み、そして自動車の底部に受信器を置く）、（ｖ）電力供給また
は充電式家庭もしくはオフィス照明（例えば、コードなしの白熱電球、蛍光ランプ、また
はＬＥＤランプ）、（ｖｉ）電力供給または充電式家庭もしくはオフィス用電気製品（例
えば、トースター、ブレンダー（ミキサー）、時計、テレビ、電子レンジ、プリンター、
コンピューター、等々）、（ｖｉｉ）同時電力供給または充電式複数デバイス（例えば、
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実質的に無指向性の送信器配置を使用する）、及び（ｖｉｉｉ）電圧の持つ電気導体の存
在が危険を表すであろう電力供給または充電式デバイス（例えば、水の近く、子供の近く
、等々）。
【０１９０】
　ここに使用されるように、用語「電気部品（electrical component）」及び、「電子部
品（electronic component）」は互換的に使用され、そして誘導リアクター（「チョーク
・コイル」）、変圧器、フィルター、ギャップ付コア・トロイド、インダクター、キャパ
シター、抵抗器、演算増幅器、バラクター、ＭＥＭＳデバイス、ＦＥＴ及び他のトランジ
スターやダイオードを個別部品または集積部品であれ、単独または組合せであれ、無制限
に含めて、ある電気または電子機能を提供するように適応する部品を制限なしで云う。
【０１９１】
　ここに使用されるように、用語「集積回路（integrated circuit：ＩＣ）は任意レベル
の集積度（ＵＬＳＩ、ＶＬＳＩ、及びＬＳＩを制限なく含む）を持ち、そして処理や基盤
材料（Ｓｉ、ＳｉＧｅ、ＣＭＯＳ及びＧａＡｓを制限なく含む）にかかわりない任意の形
式のデバイスを云う。ＩＣIは、例えば、メモリー・デバイス（ＤＲＡＭ、ＳＲＡＭ、Ｄ
ＤＲＡＭ、ＥＥＰＲＯＭ／フラッシュ、ＲＯＭ）、ディジタル・プロセッサー、 ＳｏＣ
デバイス、ＦＰＧＡ、ＡＳＩＣ、ＡＤＣ、ＤＡＣ及び他のデバイス、同様にその組合せを
含む。
【０１９２】
　ここに使用されるように、用語「ディジタル・プロセッサー（digital processor）」
はディジタル信号プロセッサー（ＤＳＰ）、命令集合縮小コンピューター（ＲＩＳＣ）、
多目的（ＣＩＳＣ）プロセッサー、マイクロプロセッサー、ゲートアレイ（例えば、ＦＰ
ＧＡ）、再構成可能計算構造体（Reconfigurable Compute Fabrics：ＲＣＦ）、及び特定
用途集積回路（ＡＳＩＣ）を制限なく含む全ての形式のディジタル処理デバイスである。
そのようなディジタル・プロセッサーは一つの単一ＩＣ基板に含まれるか、または多数の
部品に割振られる。
【０１９３】
　ここに使用されるように、用語「計算デバイス」、「クライアント・デバイス」、及び
「末端（end）ユーザー・デバイス」はパソコン（ＰＣ）やミニコン（デスクトップ、ラ
ップトップ、その他）、モトローラＤＣＴ２ＸＸＸ１５ＸＸＸやサイエンチフィック・ア
トランタ・エクスプローラー２ＸＸＸ１３ＸＸＸ／４ＸＸＸ１８ＸＸＸ系ディジタル・デ
バイスなどのセット・トップ・ボックス、ブラックベリー（商標名）または「パーム」（
商標名）ファミリーのデバイスなどの携帯情報機器（ＰＤＡ）、携帯用コンピューター、
個人通信機器、Ｊ２ＭＥ装備デバイス、携帯電話、或いは電力を使用し、またはネットワ
ークによってデータをやり取りできる他のデバイスを含むが、それに制限されない。
【０１９４】
　ここに使用されるように、用語「メモリー」はＲＯＭ、ＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＤＲ
ＡＭ、ＳＤＲＡＭ、ＤＤＲ２ＳＤＲＡＭ、ＥＤＯＩＦＰＭＳ、ＲＬＤＲＡＭ、ＳＲＡＭ、
「フラッシュ」メモリー（例えば、ＮＡＮＤＩＮＯＲ）、及びＰＳＲＡＭを制限なく含み
、ディジタル・データを記憶するのに適応する任意の形式の集積回路或いは他の記憶デバ
イスである。
【０１９５】
　また、発明者は用語「ための手段（means for ）」を使用するそれらの請求項のみが３
５ ＵＳＣ １１２、第６条のもとで解釈されるとすることを望む。さらに、仕様からの制
限はそれらの制限が特に請求項に含まれない限りどの請求項の中に読取れるとするもので
はない。
【０１９６】
　ここに述べた動作及び／またはフローチャートはコンピューター上、または手動で実行
される。コンピューター上で実行されるならば、コンピューターは任意の種類のコンピュ
ーターであり、多目的、またはワークステーションといった特定目的のコンピューターの
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いずれかである。コンピューターはウィンドウズ（登録商標）ＸＰまたはＬｉｎｕｘ（登
録商標）を動かすインテル（例えば、ペンティアム（登録商標）またはコア２ デュオ）
もしくはＡＭＤに基づくコンピューター、或いはマッキントッシュ（登録商標）・コンピ
ューターである。コンピューターはまたＰＤＡ、携帯電話、またはラップトップのような
携帯用コンピューターである。さらに、ここに述べた方法ステップ及び動作はこれらの機
能を行う専用マシン上で実行される。
【０１９７】
　プログラムはＣまたはＰｙｔｈｏｎ、またはＪａｖａ（登録商標）、Ｂｒｅｗまたは他
のプログラミング言語で書かれる。プログラムは記憶媒体、例えば、磁気または光記憶媒
体、例えば、コンピューター・ハード・ドライブ、リムーバブル・ディスクまたはメモリ
ー・スチックまたはＳＤ媒体といった媒体、有線または無線ネットワークによる、または
Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈによるネットワーク接続記憶装置（Network Attached Storage：ＮＡ
Ｓ）、或いは他のリムーバブル・メディア上に在駐する。プログラムはネットワーク上で
、例えば、ローカル・マシンに信号を送るサーバーまたは他のマシンと共に働き、それは
ローカル・マシンがここに述べた動作を実行するのを可能にする。
【０１９８】
　特定の数値がここに言及されている場合、本出願の教示内にある間、いくらかの異なる
範囲が特に言及されない限り、その値は２０％の増減がある。特定の論理的な意味が使用
される場合、反対の論理的な意味もまた含まれると考えられる。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
[Ｃ１]
　送信アンテナの近接場磁場へ電力を誘起すること、
　送信アンテナに整合される少なくとも一つの特性を持つ受信アンテナに電力を磁気的に
結合するために、受信アンテナと共に送信アンテナを動作させること、及び
　その間の整合を改善するために前記アンテナの少なくとも一つを同調させること
を含む方法。
[Ｃ２]
　前記整合は前記アンテナの間のインピーダンスを整合することを含む、Ｃ１記載の方法
。
[Ｃ３]
　前記同調は前記ンテナの少なくとも一つにおいて調整可能キャパシターを使用すること
及び調整可能キャパシターの容量値を所望の値に調整することを含む、Ｃ２記載の方法。
[Ｃ４]
　前記同調はキャパシター中の平板の間の距離を調整することを含む、Ｃ３記載の方法。
[Ｃ５]
　前記調整は非電気材料で作られたねじを使用することを含む、Ｃ４記載の方法。
[Ｃ６]
　前記調整可能キャパシターは電気的調整可能キャパシターを含み、そして前記同調は自
動的に同調することを含む、Ｃ３記載の方法。
[Ｃ７]
　前記電気的調整可能キャパシターはバラクター・ダイオードを含む、Ｃ６記載の方法。
[Ｃ８]
　調整可能キャパシターに加えて一定値のキャパシターをさらに含む、Ｃ３記載の方法。
[Ｃ９]
　前記可変キャパシターは一定値のキャパシターの容量値の１０％を有する、Ｃ８記載の
方法。
[Ｃ１０]
　送信器と受信器との間で整合を減少させる一時的な状況を検出すること、及び前記検出
に応じて少なくとも一つの動作を実行することをさらに含む、Ｃ２記載の方法。
[Ｃ１１]
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　前記検出は送信器で実行される、Ｃ１０記載の方法。
[Ｃ１２]
　少なくとも一つの動作は一時的な状況が終了されるまで電力伝送を終了することを含む
、Ｃ１１記載の方法。
[Ｃ１３]
　前記同調は少なくとも一つのアンテナにおける電気的調整可能キャパシターを使用する
こと及び電気的調整可能キャパシターの容量値を所望の値に電気的に調整することを含み
、そして前記少なくとも一つの動作は前記調整可能キャパシターの値を変更することを含
む、Ｃ２記載の方法。
[Ｃ１４]
　前記送信器及び前記受信器は双方とも電気的伝導性材料の円成形されたループから作ら
れたアンテナで形成される、Ｃ１記載の方法。
[Ｃ１５]
　前記動作は送信アンテナの場に及び近くにエネルギーを蓄えること及び受信アンテナに
エネルギーを誘起させることを含む、Ｃ１記載の方法。
[Ｃ１６]
　前記アンテナの各々は少なくとも１０００のＱを持つ、Ｃ１記載の方法。
[Ｃ１７]
　前記アンテナの各々はそれらの共振値の１０％以内に同調される磁気アンテナである、
Ｃ１記載の方法。
[Ｃ１８]
　前記アンテナはその中にキャパシターを含み、そして無効電圧の少なくとも２ＫＶに耐
えるように前記キャパシターをサイズ処理することをさらに含む、Ｃ２記載の方法。
[Ｃ１９]
　磁気リンク上で無線で伝送される電力を造出する電力送信器、及び
　前記誘導ループ部分に接続された少なくとも一つの容量性部分を持つ誘導ループ・アン
テナ部分（前記容量性部分は無効電圧の少なくとも２ＫＶに耐えるようにサイズ処理され
る）
を具備する、無線電力送信器。
[Ｃ２０]
　送信アンテナに整合される受信アンテナを持つ受信器をさらに具備する、Ｃ１９記載の
送信器。
[Ｃ２１]
　前記アンテナの同調を可能にする同調部分をさらに具備する、Ｃ１９記載の送信器。
[Ｃ２２]
　前記同調部分は調整可能キャパシターを含む、Ｃ２１記載の送信器。
[Ｃ２３]
　前記調整可能キャパシターはその距離が調整できる平板を持つキャパシターを含む、Ｃ
２２記載の送信器。
[Ｃ２４]
　前記キャパシターは非電気材料で作られたねじを持つ、Ｃ２３記載の送信器。
[Ｃ２５]
　前記同調部分は電気的調整可能キャパシターを含む、Ｃ２１記載の送信器。
[Ｃ２６]
　前記同調部分はバラクター・ダイオードを含む、Ｃ２５記載の送信器。
[Ｃ２７]
　前記調整可能キャパシターに加えて一定値のキャパシターをさらに含む、Ｃ２５記載の
送信器。
[Ｃ２８]
　前記可変キャパシターは一定値のキャパシターの容量値の１０％を有する、Ｃ２７記載
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の送信器。
[Ｃ２９]
　送信器と受信器との間の整合の減少を検出し、そして検出に応じて少なくとも一つの動
作を実行する部分をさらに具備する、Ｃ２０記載の送信器。
[Ｃ３０]
　前記デバイスは一時的状況が終了するまで電力伝送を終了させる、Ｃ２９記載の送信器
。
[Ｃ３１]
　少なくとも一つアンテナに調整可能キャパシターをさらに具備し、前記デバイスは前記
整合を改善するため前記調整可能キャパシターの値を変更するために電気的－調整可能キ
ャパシターの容量値を所望の値に電気的に調整する、Ｃ２９記載の送信器。
[Ｃ３２]
　前記アンテナは電気伝導性材料の円成形ループで作られる、Ｃ１９記載の送信器。
[Ｃ３３]
　前記アンテナは少なくとも１０００のＱを持つ、Ｃ１９記載の送信器。
[Ｃ３４]
　前記アンテナはその共振値の１０％以内に同調される磁気アンテナである、Ｃ１９記載
の送信器。
[Ｃ３５]
　前記アンテナは電力送信器に接続され、且つ結合ループを形成する第一の部分、及び前
記結合ループに電気的に非接続で、その中へ電力が誘起される第二の部分を持つ、Ｃ１９
記載の送信器。
[Ｃ３６]
　前記アンテナの少なくとも一部分は前記電力送信器から電気的に分離される、Ｃ１９記
載の送信器。
[Ｃ３７]
　前記アンテナの少なくとも一部分は耐腐蝕材料で覆われている、Ｃ１９記載の送信器。
[Ｃ３８]
　前記誘導ループ部分に接続された少なくとも一つの容量性部分を持つ誘導ループ・アン
テナ部分（前記容量性部分は無効電圧の少なくとも２ＫＶに耐えるようにサイズ処理され
る）、及び
　磁気リンク上で無線で伝送されていた前記誘導ループ・アンテナ部分から電力を受取る
ために連結された電力受信器
を具備する無線電力受信器。
[Ｃ３９]
　前記誘導ループ・アンテナ部分は受信アンテナを形成し、そして受信アンテナに整合さ
れる送信アンテナを持つ送信器をさらに具備する、Ｃ３８記載の受信器。
[Ｃ４０]
　前記アンテナの同調を可能にする同調部分をさらに具備する、Ｃ３８記載の受信器。
[Ｃ４１]
　前記同調部分は調整可能キャパシターを含む、Ｃ４０記載の受信器。
[Ｃ４２]
　前記調整可能キャパシターはその距離が調整できる平板を持つキャパシターを含む、Ｃ
４１記載の受信器。
[Ｃ４３]
　前記キャパシターは非電気材料で作られたねじを持つ、Ｃ４２記載の受信器。
[Ｃ４４]
　前記同調部分は電気的調整可能キャパシターを含む、Ｃ４０記載の受信器。
[Ｃ４５]
　前記同調部分はバラクター・ダイオードを含む、Ｃ４４記載の受信器。
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[Ｃ４６]
　調整可能キャパシターに加えて一定値のキャパシターをさらに具備する、Ｃ４４記載の
受信器。
[Ｃ４７]
　前記可変キャパシターは一定値のキャパシター容量値の１０％を有する、Ｃ４６記載の
受信器。
[Ｃ４８]
　受信器と送信器との間の整合の減少を検出し、そして検出に応じて少なくとも一つの動
作を実行する一部分をさらに具備する、Ｃ３９記載の受信器。
[Ｃ４９]
　前記デバイスは一時的状況が終了するまで電力伝送を終了させる、Ｃ４８記載の受信器
。
[Ｃ５０]
　少なくとも一つアンテナに調整可能キャパシターをさらに具備し、前記デバイスは前記
整合を改善するため前記調整可能キャパシターの値を変更するために電気的－調整可能キ
ャパシターの容量値を所望の値に電気的に調整する、Ｃ４８記載の受信器。
[Ｃ５２]
　前記アンテナは電気伝導性材料の円成形ループで作られる、Ｃ３８記載の受信器。
[Ｃ５３]
　前記アンテナは少なくとも１０００のＱを持つ、Ｃ３８記載の受信器。
[Ｃ５４]
　前記アンテナはその共振値の１０％以内に同調される磁気アンテナである、Ｃ３８記載
の受信器。
[Ｃ５５]
　前記アンテナの少なくとも一部分は耐腐蝕材料で覆われている、Ｃ３８記載の受信器。
[Ｃ５６]
　磁気リンク上で無線で伝送されるエネルギーを受取る電力送信器接続部、
　前記エネルギーを受取るために電気的に接続された第一の結合アンテナ部分、及び
　前記第一の結合アンテナ部分から、且つ前記電力送信器接続から電気的に分離され、そ
して前記エネルギーを時期的に伝送するため動作する第二のアンテナ部分
を具備する無線電力送信器。
[Ｃ５７]
　前記アンテナ部分の少なくとも一部は誘導ループ・アンテナ部分を含み、前記誘導ルー
プ・アンテナ部分に接続された少なくとも一つの容量性部分を持ち、前記容量性部分は無
効電圧の２ＫＶに耐えるようにサイズ処理される、Ｃ５６記載の送信器。
[Ｃ５８]
　前記アンテナの同調を可能にする同調部分をさらに具備する、Ｃ５６記載の送信器。
[Ｃ５９]
　前記同調部分は調整可能キャパシターを含む、Ｃ５８記載の送信器。
[Ｃ６０]
　前記調整可能キャパシターはその距離が調整できる平板を持つキャパシターを含む、Ｃ
５６記載の送信器。
[Ｃ６１]
　前記同調部分は電気的調整可能キャパシターを含む、Ｃ５８記載の送信器。
[Ｃ６２]
　前記同調部分はバラクター・ダイオードを含む、Ｃ６１記載の送信器。
[Ｃ６３]
　調整可能キャパシターに加えて一定値のキャパシターをさらに具備する、Ｃ６１記載の
送信器。
[Ｃ６４]
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　前記調整可能キャパシターは一定値のキャパシターの容量値の１０％を有する、Ｃ６３
記載の送信器。
[Ｃ６５]
　送信アンテナから受信アンテナへ電力を伝送すること、
　前記送信アンテナと受信アンテナとの間の関係を脱調する脱調事象を自動的に検出する
こと、及び
　前記検出に応じて、前記伝送の特性を変更するために行動を取ること
を含む方法。
[Ｃ６６]
　前記行動は脱調事象の時間の間デバイス電力伝送を終了することを含む、Ｃ６５記載の
方法。
[Ｃ６７]
　前記行動は前記アンテナの一つを異なる共振値に電子的に同調することを含む、Ｃ６５
記載の方法。
[Ｃ６８]
　磁気リンク上で無線で伝送されるエネルギーを受取る電力送信器接続部、
　伝導性材料の単一ループで形成された少なくとも一つのアンテナ部分、及び
　アンテナのＬ及びＣ値を前記電力送信器の周波数に整合する値を有するキャパシター部
分
を具備する無線電力送信器。
[Ｃ６９]
　前記アンテナは、
　前記エネルギーを受取るために電気的に接続された第一の結合アンテナ部分、及び
　前記第一の結合及び前記電力送信器接続から電気的に分離され、そして前記エネルギー
を磁気的に伝送するために動作する第二のアンテナ部分
を含む、Ｃ６８記載の送信器。
[Ｃ７０]
　前記キャパシター部分は無効電圧の２ＫＶに耐えるようにサイズ処理される、Ｃ６８記
載の送信器。
[Ｃ７１]
　送信アンテナから受信アンテナへ電力を磁気的に伝送すること（ここで前記アンテナの
各々は特定の周波数について１０００より大きいＱ値を持つ）、及び
　前記特定の周波数において共振を維持するために前記アンテナを同調させること
を含む方法。
[Ｃ７２]
　１０００より大きいＱ値を持つアンテナを使用してその中にエネルギーを持つ放射磁場
を形成すること、
　任意の線により前記送信アンテナに接続されていない受信アンテナ場所において、送信
アンテナの放射場からエネルギーを取出すこと、及び
　任意の線により前記送信アンテナに接続されていない電子デバイスにおいてエネルギー
を使用すること
を含む方法。
[Ｃ７３]
　前記アンテナの一つの適応同調回路をさらに含む、Ｃ７２記載の方法。
[Ｃ７４]
　前記適応的同調は前記アンテナの少なくとも一つと関連する電気回路によって自動的に
実行される、Ｃ７３記載の方法。
[Ｃ７５]
　受信アンテナの抵抗を負荷抵抗に整合することをさらに含む、Ｃ７２記載の方法。
[Ｃ７６]
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　共振への外部の影響に対して前記アンテナの少なくとも一つを遮蔽することをさらに含
む、Ｃ７２記載の方法。
[Ｃ７７]
　前記遮蔽は浮遊容量に対するものである、Ｃ７６記載の方法。
[Ｃ７８]
　任意の線により任意の送信アンテナに接続されていない受信アンテナ場所において、送
信アンテナの放射場からエネルギーを取出すために働く受信アンテナ、及び
　任意の線により前記送信アンテナに接続されていない電子デバイスにおいてエネルギー
を使用する電力システム
を具備する装置。
[Ｃ７９]
　前記アンテナの一つの同調値を変更する適応同調回路をさらに具備する、Ｃ７８記載の
装置。
[Ｃ８０]
　前記適応同調回路は前記アンテナの少なくとも一つと関連する自動同調回路である、Ｃ
７９記載の装置。
[Ｃ８１]
　受信アンテナの抵抗を負荷抵抗に整合する整合回路をさらに具備する、Ｃ７８記載の装
置。
[Ｃ８２]
　　共振への外部の影響に対して前記アンテナの少なくとも一つを遮蔽する遮蔽物をさら
に具備する、Ｃ７８記載の装置。
[Ｃ８３]
　前記遮蔽物はスロット付遮蔽物である、Ｃ８２記載の装置。
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